
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【健康福祉政策課】

社会福祉事業振興費 4,531 １ 福祉人材確保緊急対策事業 4,531

(257,442) 障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、個々の求職者に

ふさわしい福祉職場の開拓等を行うキャリア支援専門員を福祉人

繰 4,531 材センターに配置し、福祉分野への就職を支援する。

9,017 → 13,548

国の事業の拡充に伴う増額

地域福祉推進費 16,868 １ 地域生活定着支援センター事業 11,555

(199,445) 福祉サービスを必要とする刑務所出所者が、出所後に円滑にサ

ービスを利用できるよう地域生活定着支援センターを設置し、社

国 17,224 会復帰を支援する。

0 → 11,555

繰 5,313

２ 地域福祉情報コーナー整備運営事業 5,313

○一△ 5,669 緊急雇用対策として、地域福祉に関する情報コーナーの整備お

よびボランティアウエブサイトの運営を滋賀県社会福祉協議会に

委託し、地域の福祉活動の推進を図る。

0 → 5,313

福祉のまちづくり推 4,200 １ 思いやり駐車区画整備事業 4,200

進費 （1,243） 車いす使用者駐車場の適正利用と県民のユニバーサルデザイン

に対する意識の向上を図るため、高齢者や妊婦など歩行困難な人

国 4,200 や安全確保が必要な人が利用する駐車区画を県有施設に整備する。

0 → 4,200

救護施設運営費 31,256 １ 日野渓園管理運営費 31,256

(260,337) 県立救護施設の老朽化に伴い、必要な改修を行う。

260,337 → 291,593

国 31,256 施設・設備改修の実施に伴う増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【健康推進課】

健康滋賀推進費 7,881 １ 女性の健康づくり支援事業 7,881

(72,347) 女性の主体的な健康づくりを支援するため、実態調査および健

康教育を実施する。

国 7,881 1,133 → 9,014

調査規模の拡大による増額

母子医療対策費 51,475 １ 不妊治療費助成事業 51,475

(225,439) 特定不妊治療の制度改正に伴い、公費負担を拡充する。

100,254 → 151,729

国 51,475 特定不妊治療の公費負担の拡充に伴う増額

難病対策費 58,000 １ 特定疾患治療研究事業 58,000

(1,128,363) 特定疾患患者の医療費自己負担分の一部または全部を公費で負

担する。

国 58,000 824,714 → 882,714

対象疾患の追加に伴う増額

生活習慣病対策費 5,623 １ がん検診受診啓発事業 5,623

(112,343) 緊急雇用対策として、がん検診受診率の向上を図るため、啓発

事業を行う。

繰 5,623 0 → 5,623

歯科保健対策費 4,000 １ 障害児（者）歯科保健医療体制整備事業 4,000

(42,394) 障害児（者）の歯科治療の機会を確保するため、歯科治療体制

を整備する。

国 4,000 26,397 → 30,397

診療設備整備に伴う増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【元気長寿福祉課】

介護保険推進事業費 4,537,324 １ 介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金 3,823,075

(10,016,352) 介護職員の処遇の更なる改善および介護施設等の円滑な開設を

図るため、介護職員処遇改善等臨時特例基金を造成する。

国 3,800,857 0 → 3,823,075

財 22,218

繰 714,249 ２ 介護職員処遇改善交付金 671,975

介護職員処遇改善等臨時特例基金を活用し、介護職員の処遇の

改善のため、賃金改善に取り組む事業者に対し、その費用を交付

する。

0 → 671,975

３ 介護職員等研修派遣支援事業 40,320

緊急雇用対策として、介護事業所が介護職員等を外部研修等に

派遣する場合に、必要な代替職員を雇用することに対し支援を行

う。

0 → 40,320

レイカディア推進事 106,916 １ 長寿社会福祉センター整備事業 106,916

業費 (194,796) 長寿社会福祉センターの空調設備の老朽化に伴い、必要な改修

を行う。

国 106,916 0 → 106,916

県立老人福祉施設運 673,478 １ 県立老人福祉施設管理運営費 673,478

営費 (496,455) 県立老人ホームの利用者の利便性の向上および施設、設備の老

朽化に伴い、必要な改修を行う。

国 673,478 5,868 → 679,346

施設・設備改修の実施に伴う増額



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

公私立老人福祉施設 1,854,878 １ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金積立金 812,199

等整備助成費 (546,500) 小規模な介護施設の整備の促進および既存施設のスプリンクラ

ー設置に対し支援を行うため、介護基盤緊急整備等臨時特例基金

国 807,479 積立金を造成する。

0 → 812,199

財 4,720

２ 介護基盤緊急整備等補助 807,479

繰 1,042,679 介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用し、小規模な介護施設

の整備および既存施設のスプリンクラー設置に要する費用に対し

補助する。

0 → 807,479

３ 介護施設等開設準備経費補助 235,200

介護職員処遇改善等臨時特例基金を活用し、介護施設等の円滑

な開設を図るための経費に対し、補助する。

0 → 235,200

【障害者自立支援課】

障害者福祉対策費 10,833 １ 就労製品等販路拡大・販売促進事業 7,191

緊急雇用対策として、就労製品や就労サービスに対する需要を

(1,620,723) 喚起し、販路の拡大および販売の促進を図るため販売拡大推進員

を配置する。

繰 10,833 10,197 → 17,388

販売拡大推進員の増員に伴う増額

障害者特別対策費 2,736,929 １ 障害者自立支援対策臨時特例基金積立金 2,131,114

障害者自立支援法の円滑な施行を図るため、障害者自立支援対

(818,390) 策臨時特例基金の積み増しを行う。

20,424 → 2,151,538

国 2,118,730

財 12,384

繰 605,815



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

２ 市町障害者自立支援臨時特例事業費補助 68,415

障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、市町が地域の事

情に応じて実施する事業に対し補助する。

447,745 → 516,160

国の事業の拡充に伴う増額

３ 介護職員等処遇改善交付金 302,400

障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、福祉・介護職員

の処遇の改善のため、賃金改善に取り組む事業者に対し、その費

用を交付する。

0 → 302,400

４ 日本の障害者作品フランス展覧会開催事業費補助 35,000

障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、障害者の作品の

美術的価値の向上、社会参加の実現を図るため、障害者の芸術作

品による展覧会を開催する事業に対し補助する。

0 → 35,000

５ 障害者自立支援基盤整備事業 200,000

障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、事業所の新体系

への移行時に必要となる施設の改修等の経費に対し補助する。

172,500 → 372,500

対象事業所の増による増額

障害者センター運営 14,490 １ 障害者センター緊急施設整備事業 14,490

費 障害者福祉センターの施設改修を行い、利用者の利便性の向上

(238,857) を図る。

0 → 14,490

国 14,490

県立児童福祉施設等 434,714 １ 県立児童福祉施設等整備事業費 434,714

施設整備事業費 利用者の処遇向上のため、県立施設の改修等を実施する。

(13,646) 13,646 → 448,360

施設・設備改修の実施による増額

国 418,214

起 16,500



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

民間児童福祉施設等 423,151 １ 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金積立金 301,753

整備助成費 社会福祉施設の耐震化整備、スプリンクラーの設置を促進する

(183,488) ため、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を造成する。

0 → 301,753

国 340,466

２ 社会福祉施設等耐震化等整備費補助 121,398

財 1,753 社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を活用し、施設の耐震化

整備、スプリンクラーの設置に必要な費用に対して補助する。

繰 80,932 0 → 121,398

健康滋賀推進費 173,039 １ 地域自殺対策緊急強化基金積立金 137,752

地域の事情に応じた自殺対策を推進するため、地域自殺対策緊

(2,361) 急強化基金を造成する。

0 → 137,752

国 136,952

２ 地域自殺対策事業強化基金事業 35,287

財 800 地域自殺対策緊急強化基金を活用して、自殺予防のための啓発

や遺族への支援等を実施する。

繰 35,287 0 → 35,287

【医務薬務課】

救急医療対策費 87,468 １ 小児救急電話相談事業 4,015

(435,561) 小児救急電話相談を実施し、急病時の保護者の不安を解消すると

ともに、症状に応じた適切な受診行動を促進する。

国 90,571 8,195 → 12,210

相談対応日時の拡充による増額

○一 △3,103

２ 救命救急センター設備整備費補助 83,453

３次救急医療体制の維持・確保を図り、救急患者への迅速・適切

な対応や医師の負担を軽減するため、高度医療機器の整備に対し補

助する。

0 → 83,453



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【生活衛生課】

動物保護管理推進事 27,000 １ 動物保護管理センター運営事業 27,000

業費 (93,023) 犬処分機の老朽化に伴い、安全で効率的に作業が実施できるよ

う改修を行う。

0 → 27,000

国 27,000

食品衛生推進事業費 10,206 １ 食品・添加物試験検査事業 9,100

(70,667) 残留農薬や食品添加物等に対する検査を適正に行うため、試験

検査機器を更新する。

国 9,100 0 → 9,100

繰 1,106

水道事業総務費 29,205 １ 水道水・食品・添加物試験検査事業 28,200

(7,386) 水道や食品に含まれる有害金属に対する検査を適正に行うため、

試験検査機器を更新する。

国 28,200 0 → 28,200

繰 1,005



単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(現計予算額)

【子ども・青少年局】

子育て環境づくり対 1,606,764 １ 子育て支援対策臨時特例基金積立金 1,466,523

策事業費 (369,173) 保育所、幼稚園等の計画的な整備、保育および幼児教育の質の

向上その他の子どもを安心して育てることができる体制の整備を

国 1,460,400 図るため、子育て支援対策臨時特例基金の積み増しを行う。

0 → 1,466,523

財 8,523

２ 子育て支援環境緊急整備事業費補助 140,241

繰 137,841 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、市町が待機児童解消

や保育環境の改善のために行う民間保育所等の施設整備等に対し

補助する。

336,650 → 476,891

事業実施か所数の増等による増額

児童養護施設等入所 8,721 １ 児童養護施設等運営費補助 8,721

措置費 (1,280,975) 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、児童養護施設等にお

ける安全対策、環境改善等を行う。

国 4,361 29,678 → 38,399

国の事業の拡充に伴う増額

繰 4,360

里親委託事業費 5,798 １ 里親支援調査事業 5,798

(143,040) 緊急雇用対策として、今後里親委託を進めていくため、里親へ

の個別ヒアリング調査を行い、現状や課題、意向や希望する支援

繰 5,798 等を把握し、調査データも含めた里親名簿の整理を行う。

0 → 5,798

母子福祉指導対策費 13,488 １ 自立支援給付金事業補助 8,808

(39,431) 子育て支援対策臨時特例基金を活用して、母子家庭の母の資格

取得に向けた技能訓練等の経費を補助し、就業促進を図る。

国 2,040 2,672 → 11,480

支給額の引き上げおよび支給期間の拡大に伴う増額

繰 11,448


